




































































































山 他宅･公禽篤殿 拠岫 屋嵐･凪尭漏詮 濁
一ぐ 菅･ゞ弓 吾等 曇今 二
※太字は完成済み団地（平成27年11月1日現在）
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設定されている基本目標をまとめれば、 「魅力あ
る仕事を創り、人の流出を抑制し、安心して子育て
ができる環境を整備する」ということ、そのために
｢すべての取り組みにおいて公民連携（町は「官民
連挑」という表現を用いているが、 「官」が基本的
に国を指すとすれば違和感を覚える）を垂視する」
ということになる。こうした狭義の政策の理念・方
向性はおそらくすべての自治体に共通する目標と思
われる。問題は施策・事業のレベルでいかなる実効
性のある取り組みを展開・継続できるかにあるので
あろう。個々の取り組みに関するKPIやその目標値
の設定も重要である。
一例を挙げれば、仕事の創出について、就業希望
者を支援する相談窓口を設侭し、農・林・漁業の指
導者（師匠）を開拓するとともに、就業希望者との
マッチングを図るとある（事業1－1－①第一次
産業の就業支援)。しかし、KPIに設定される相談
件数と師匠登録者数は、 5年間の累計でそれぞれ20
件、20人となっている。また観光関連では、KPIと
して観光入込客数と教育旅行受入数を設定し、それ
ぞれ年間120万人、 6,000人と目標値を明記している
(事業1－2－①観光・体験・交流の促進)。
いかなる根拠・見通しに基づいてこうした目標値
が設定されたかについては、今回、筆者は残念なが
ら明らかにすることができなかった。全体として、
復興の渦中にあって慎重にならざるを得ないものと
推測されるが、 まさに毎年、実績・成果を確認しつ
つ軌道修正を図ることが必要なのであろう。
『総合戦略』の中身に接して改めて感ずることは、
それが町にとって、いわば「総力戦」にならざる
を得ないということである。行政・議会のみならず、
産業界と地域経済の担い手、住民・地域、男女問わ
ず子供たち・若者や高齢者も含めて、現在かつ今後
の復興まちづくりの当事者として、これに関わりの
ない主体はいない。
鹸後に、この点に関連して1点補足すれば、この
『総合戦略』の策定主体、 「南三陸町総合戦略椎進会
議」の16名についてみると、政府の方針もあるにせ
よ、 20代～30代前半の若者層が中心をなしている
ン」を公表するにいたった（図表3を参照されたい)。
2町合併によって南三陸町が誕生した2005 （平成
l7)年の18.645人から減少傾向が続き、その5年後、
震災前の2010年ではl7,429人とすでに1,200人余の人
口を失っている。2011年の震災以降はさらに大幅な
人口減となっている。また合併前の志津川・歌津エ
リア全体で見た場合でも、長期にわたって漸減減少
をたどってきていることもわかる。町の推計では今
後も総人口は減少し、 2030(平成42)年には1万に
迫り、2040 （平成52）年には約8千人、その後もさ
らに減少が続く。それに伴って高齢化率も上昇し、
2040年には約48％、 2060 （平成72）年には約56％に
達する見込みである。
とはいえ、震災後に実施きれた「｢南三陸町のこ
れからのまちづくり」意向調査』 (2014年8月実施）
によれば、すべての年代で7割以上が「南三陸町内
に住みたい」と、 また約6割が「南三陸町で働きた
い」と回答している。そして、この町に住み、働き
続けるためには、 「買い物の利便性｣、 「子育て環境・
子育て支援｣、 「保健・医療｣、 「生活を支える職」が
重要であるとの回答を町に返している5)。
人口減少と高齢化が地域経済の基盤を弱体化させ、
コミュニティを衰退させ、 さらには自治体財政の縮
小からインフラの維持・管理、福祉・教育など住民
生活の質を左右する公共サービスの水準を落とさざ
るを得なくなり、それがさらなる人口流出を促すと
いう悪循環。どうすれば人口減少に歯止めをかける
ことができるのか、あるいは緩和できるのか。町の
不安と悩みは、同様の難題に直面する他の多数の自
治体同様、 この一点に凝縮される。
③『南三陸町総合戦略』
こうした将来人口推計から、町は、①住民の「仕
事と暮らし」の希望を実現すること、②移住・定住
の加速化、③すみ続けたい「まち」をつくること、
これら三つをIﾐ|指すべき将来に向けた基本的視点と
して確認している。 5か年を計、期間とする『南
三陸町総合戦略」は、これらの基本的視点にたって、
より具体的な目標と取り組みを示したものである。
'抄
ということである。男女比もほぼ半々となっている
(南三陸町公式ブログ、 『南三陸なう』8月31日付)。
町の置かれている現状を改めて認識し、人口推計を
知り、これから何が必要かについて考えるという機
会は、非常に貴重な体験だったのではないだろう
か。参加した各委員がこうした「体験」をどのよう
に「経験」として熟させ、今後のまちづくりに反映
させていくことになるのか、大いに注目される。
いわれる「地方創生」を、人口の獲得だけにとら
われず、2011年の震災以来、町が掲げる「創造的復
興」を充実させることによって、中長期的な町の発
展と住民の生活の質の向上に盗する真の地方創生と
なしうるか。復旧・復興6年ロに入る南三陸町の課
題はこの点にある。
3。 「創造的復興」の担い手と主体性
三陸まちづくり未来」が設立された。このいわゆる
｢まちづくり会社」の設立は、地元商店主の主導に
よる「復興市」 （2011年4月スタート）や「南三陸
さんさん商店街」 （2012年2月25日オープン）の取
り組みを発展的に継続する取り組みとして注目され
る。当初、町の意向は「三セク方式」であったとい
われるが、 「民」主導の立ち上げとなった。本稿冒
頭、復興の概況で紹介したように、すでに志津川地
区旧五日町エリアにおいて観光交流拠点整附予定地
の造成が完了しているが、この「まちづくり会社」
が町有地を借用して新商業施設を建設し、その核と
なる。2017 (平成29)年3月3日にオープンの予定
の新商業施設には、「さんさん商店街」から引き続
き出店する店舗を中心に、現時点で36店舗がテナン
トとして入ることになっている7)。
町と連携しつつも、こうした組織が地元の「民」
主導、いわば商店主の共同事業の成果として設立
されたことの意義は大きい。準術段階での先行事例
(|'|治体）の視察をはじめ、いかなる組織やどのよ
うな店舗づくりがこれからの南三陸町の発展に必要
なのかを、それぞれが当事者として考える。また地
元企業の魅力を若い世代にどう伝える必要があるの
かについて、 「産業まつり」の一環として新しい取
り組みを試みる。商業振興に関わるさまざまな活動
を、ベテラン商店主のみならず若い世代にも担って
もらう。いずれも今後の町の復興にとって欠かせな
い姿勢ではないだろうか。
そもそも、オープン後、新商業施設を持統可能な
ものとしていくにはいかなる条件が必要なのか。ま
上記のように南三陸町の課題を再設定し、具体的
に何が問われるかといえば、つまるところ、 「創造
的復興」の担い手とその主体的な取り組みというこ
とに尽きるのではないだろうか。当事者主体が多
様であることはすでに述べた。なかでも行政の担う
役割と責務が大きいことはいうまでもない。しかし、
行政にその機能を最大限発揮してもらうためにも、
行政以外の主体の主体性がカギを握る。具体的には、
広く 「民」の取り組みと議会である。こうした視点
からみて、2015年はまた重要な年になった。以下に
｢㈱南三陸まちづくり未来」の設立と議会の様子を
みてみよう。前者については、南三陸さんさん商店
街運営組合・組合長の阿部忠彦氏、「㈱南三陸まち
づくり未来」代表取締役の三浦洋昭氏に話を伺った
(写真l1)。後者については町議会議員の後藤伸太郎
氏に話を伺った6)。
一
(1) (株）南三陸まちづくり未来
2015年6月、地元商l,i注らの出貸によって「㈱南
'39ノ
ずは安定した収益をあげることができなければ個々
の店舗も商業施設も維持できない。固定費として無
視できないテナント料の水準をめぐる問題もあろう。
また観光振興と交流人口の瑚加という観点とともに、
住民の生活をいかに支え、その満足度を高めるかと
いう観点からの創意工夫も必要である。今後、いか
なる取り組みが実践されるか引き続き注目したい。
その試行錯誤の成果が行政・議会に対する次なる提
案にもつながるものと思われる。
たが、他の避難住民は彼を「汚い衛生の仕事を「僕
やります」って言ったのが衝喋的で。それでみんな
仕事をしなくちゃってなった」と語っている。また
「トイレの掃除をしていた人」「汚れ仕事を請け負っ
てくれた人」と記憶している人も多い潟ｳ。
とくに、 3月末、「皆が支え合って」つまり 「皆
が少しずつ我慢する」毎日のなかで、震災で延期さ
れていた卒業式が行われることになった日の様子が
興味深い。早朝であったにもかかわらず、避難して
いた住民全員が極めて協力的で、不満の声ひとつな
く、主体的に、使用していた体育館の大掃除がなさ
れたのである。それぞれが自分のことは脇において
もなすべきことに従事した。およそ1時間で終わっ
たという。同氏は、その時、住民が「ひとつになっ
たと感じた」と述べている。 ｜『1時に、「この町、い
いじゃないか。自分もできることがあるならやらな
きゃ」という思いが強まったという。この思いは、
多くの住民に共通のものではないだろうか。
第二は選挙に出ると決めて各地を回っている際に
実感したとされることである。端的に言えば「(都
会というわけではないにもかかわらず）落ち着いて
所信表明をする機会が案外少ない」という実感であ
る。仕事や近隣関係の中で、日常、接触する機会は
多くとも、それ以外の場で、地域や町全体に関わる
ような話題でさまざまな住民が架まる、 ’’1由に話し
合う、人の話を聴くということが少ないことがうか
がわれる。
もちろん、行政区、契約講、その他、構成メンバ
ーは異なっても、日常、定期的な人の集まりはある
であろう。しかしながら、その枠からあまり出ない
ということであろうか。広く自治の世界や非制度的
な政治の世界を、今後いかにしてより豊かなものに
していけるか、議員も参加するなかで、自由にさま
ざまな角度から語り合える場がもっと必要なのかも
しれない。
第三が議員になってからの自らの活動を振り返り
ながらの思いである。すなわち素朴な疑問を政治的
な問いかけにどうつなげていけるか、という思いで
ある。そうした素朴な疑問は議員同士の討論にも提
（2）議会に期待されること・議会にしかでき
ないこと
最後に、これからの復興まちづくり ・「創造的
復興」を念頭に、改めて議会の活動に注目したい。
2013（平成25）年10月27日の町議会選挙で初当選を
果たした後藤伸太郎氏（当選時、32歳）へのインタ
ビュー内容を参考に、議会が今後、さらなる町の復
興にどのように寄与しうるのか、考えてみたい（写
真12)。町議会選挙に出馬することにつながってい
く同氏の被災体験・思いの中に、多くの被災者が共
有する思いがあると考えられるからである。また多
数の住民に共有されるそうした思いこそが、おそら
くは今後の町の広義の政治を充実させる上で、同時
に「創造的復興」をなしとげるために意味をもつと
考えられるからである。
印象深い話が三つある。第一は、選挙に出るきっ
かけにもなった志津川小学校での避難所生活である。
同氏は、若い世代からという声もあって、震災から
4日目に立ち上がった避難所自治会の副会長になっ
'49
案にもつなげることが可能であるが、それに気づか
される場は地域そのもの、住民の声そのものなので
あろう。住民の声を丁寧に拾い、住民とも、議員同
士でも、また行政とも、時間をかけて話し合うこと。
それは議会にしかできないことである。
防災庁舎について、町は、2015年6月末に「防災
対策庁舎の宮城県への委譲を求める請願書」が議会
で採択された後、20年後の平成43年3月10日まで県
有化する（劣化防止や安全確保に必要な修理補強等
を県が担う）との宮城県の提案を受け入れ、その間、
解体せずに保存の是非を再検討すると表明した。こ
の結論に至る議会の一連の動きもそうした試みの成
果のひとつではないだろうか（写真13)。
住民の声と「創造的復興｣、両者を結ぶ主体とし
て、改めて議会の役割の大きさを思わされる。個別
のパイプの有無に関わりなく、議員と話ができる時
間や場がある。そのことをいかに普通のこと・日常
のことにできるか。『議会だよりみなみさんりくj
にはすでにさまざまな紙面の工夫がなされているが、
議会のさらなる取り組みを注視していきたい。政治
はまさに可能性を追求する営為であるからである。
写真13防災対策庁舎2015.12.27
4さらなる復興に向けて
リアだけでなく、町全体の将来にとって大きな検討
課題であろう。
（1）今後の課題
震災から丸5年、 「創造的復興」の課題はまだま
だ多い。人口減少という大きなトレンドもある。そ
うした課題にさまざまな主体が関わっていることは
いうまでもない。仮設住宅に暮らす住民を今後どの
ようにサポートしていくか。また旧戸倉中学校を活
用した戸倉地区公民館、町が買い上げた土地の活用
の仕方、行政区再編もある◎今後の漁業水産加工
業、農業、商業を観光と交流人口の増加にどうつな
げるかという課題もある。
すでに防災庁舎問題に言及したが、どのような復
興祈念公園を実現し、 「災害の記憶と犠牲者への慰
霊の気持ちを共有しながら後世に伝えていくか」と
いう大きな課題も残っている。2015年4月には、歌
津エリアで、元歌津町長の牧野駿氏（写真14）が伊
里前湾を見下ろす高台の私有地を提供するかたちで
｢鎮魂の森」が整備され、歌津の犠牲者119名の名前
を記した慰霊碑が設置されている9' （写真15～17)。
その後7月には歌津観帝も建立された。慰霊ととも
に腱災の記憶を風化させないという課題は、歌津エ
ー
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写真15鎮魂の森(1)伊里前湾を望む2015.1227
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かで、その大きなまとまりが実は異なる個性と多様
な地域特性から構成されているということの意義や
価値を改めて再認識することが大切ではないか。小
さな地域やIII治体であればこそできたということも
多い。これまで実践してきたことを改めてふりかえ
ることも必要である'0)。それはおそらく地域や自治
体の内からの、つまり住民自身の問題意識や意欲を
もとに、小さな地方政府とともに自律的に実践され
てきたものであろうし、それが地域・自治体の活力
や自信につながってきたのではないだろうか。
また仮に、今後人口減少が進むとしても、その現
実（財政を含む）に合わせて、住民の暮らしを最大
限守れるような公共サービスの実現の仕方を工夫す
ること。そこに行政・議会が担うかじ取りの本来的
な責務がある。「地方消滅」といった影にいたずら
に不安を覚える必要はない。本稿は合併を論ずるこ
とが目的ではないが、住民の生活のために市町村と
いう枠組みや自治体間の広域的な協力・連携の仕組
みがあるのであって、その逆ではない。日本の合併
に見られるマイナス面を1点あげるとすれば、自律
よりも自立を強調し、ひとつの自治体としてあらゆ
ることができる人口規模と財政基盤をもたなければ
ならないという、筆者からみれば大きな誤解を浸透
させたことにある。策を講じながらも、進む環境変
動に適切に対応していくという姿勢、そして負担あ
るいは財政と公共サービスの水準・質をどうバラン
スさせるかという議論が、住民にとっても行政・議
会にとってもこれまで以上に大事になってきている
と思われる'')。
▲
ト
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写真16鎮魂の森（2）歌津観音2015.12.27
写真17鎮魂の森（3）慰霊碑2015.1227
（2）小規模であることの価値
山積するこうした課題をひとつひとつ乗り越え
ていく際に、今一度想起すべきと思われることは、
｢小規模であることの価値」ではないだろうか。そ
れは「地方消滅｣、 「rl治体消滅｣、 「限界集落｣、「限
界自治体」といったネガテイヴな言葉が飛び交うな
かで、いつのまにか忘れられていることでもある。
しかし、南三陸町はかつて独立した4つの自治体
であった。今日、ひとつの自治体として存立するな
おわりに
本稿は震災から丸5年の南三陸町の復興の現況や
種々の取り組みを手がかりに、今後の復興まちづく
りの在り方を考えることを目的とした。ハードの整
備も進んできたこともあるが、産業界の自律的な取
り組みが進められ、コミュニティの秤撒築にも多
様な主体が尽力している姿が浮かびあがった。今後、
高台移転地や災害公営住宅など新たに生まれつつあ
る地域の内部にもしっかりとした社会的関係が形成
されて、外部にも開かれたネットワークが築かれて
いくことが期待される。要は、小規模ながらも、地
域力を備えたそうした自治体をいかに卿建できるか。
住民が愛藩と誇りをもち、真に住み続けたいと思う
自治体をどうつくっていくか。問題はこの点にある。
およそ1年前、職会だより みなみさんりく』
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No.37 (平成27年5月1日）は、特集に新年度予
算を組み、平成27年度当初予算が成立したことを
伝えている。一般会計522億5000万円、震災の前
年・平成22年度予算が総額でも82億（当初予算は74
億8千万）であったことを想起すれば、その6倍以
上の財政規模となっている。 6年目に入る町の復興
ではあるが、計画に基づいて一定の道筋がついてい
るだけにハード面での大きな軌道修正はかなり困難
と推測される。しかし、やがて財政規模は元の水準
に、あるいはそれ以下の水準に戻っていく。 「安寧
のまち」として、 また「交流のまち」として、その
時にも持続可能な、 また復旧・復興なったハードを
最大限活かせるような「創造的復興」に期待したい。
およそ4,100万円、町も出資している。その意
味では広い意味で「第三セクター」という形に
なったといえる。まちづくり会社の設立状況と
課題については、 「まちづくり会社主導の地域
活性化の可能性」 (ARC,pp.16.41,2014.4)を参
考にした。
8）大阪大学未来戦略機構第五部門・未来共生イノ
ベーター博士課程プログラム・志津川チーム、
未来共生プログラム2014「志津川小学校避難所
記録保存プロジュクト』 （中間報告書)、 2015年
3月。
9）牧野駿氏と歌津との関わり、歌津町長時代の取
り組みについては、同氏の「結う人」 (RQ聞き
書きプロジェクト、 2012年8月1日）を参照し
た。また2015年8月5日と12月27日の2度にわ
たってインタビューし、その折の話を参考にし
た。 12月の訪問時には「鎮魂の森」も訪ねた。
10)入谷地区で実践されてきた「グリーンウェーブ
入谷構想」とその経緯が興味深く参考になる。
1991 (平成3)年には東北農政局長賞を受賞し
ている。そこから生まれた入谷サン直売所や
ビーンズ〈らぶといった取り組みは、現在でも
意欲的に継続されている。入谷地区の取り組み
については、菅原辰雄議員にも話をうかがった
(12月28日)。
ll)小規模自治体にとって、定住人口を確保すると
いう課題は、たしかに容易に克服できるもので
はない。広域的なエリアを前提にした雇用の確
保と生活拠点の魅力づくり、子育てや教育など、
まずは住民が住み続けたいと思えるようなまち
をつくっていくこと、そして何度も繰り返し訪
ねたいと来外者が思うような交流のまちをつく
っていくことがポイントとなる。こうした点を
考える上で次の文献を参考にした。
葉上太郎「陥者定住』が限界を迎えた理由一
長野県下條村を襲う人口急減｣、 『月刊ガバナン
ス」No.177.pp.101-103,2016年1月．
西出崇「地方部の若年層における居住地選択
行動の規定要因一基本的属性および家族的要
【注記】
1)NPO法人「びばl l南三陸」代表．鈴木箭美
氏の指摘(2015年12月28日のインタビューに
て)。
2）読売新聞、第1面、 2016年1月16日付。
3）南三陸町資料「東日本大震災からの復興状況～
南三陸町の状況～｣、平成27年7月、平成27年
10月。 『震災復興計画の進捗状況」 （平成27年ll
月版）ほか、同町公式ブログ『南三陸なう」を
参照した。
4)NPO法人「びば! l南三陸」代表・鈴木清美
氏の指摘(2015年12月28日のインタビューに
て)。
5） 「南三陸町人口ビジョン｣、 p.28.
6）阿部忠彦氏、三浦洋昭氏へのインタビューは、
2015年12月26日に実施した。
後藤伸太郎氏へのインタビューは12月27日に実
施した。
7）中小企業基盤整備機構によって2011年12月に整
備された「さんさん商店街」は、仮設店舗の貸
与期間を5年間と設定されていたため、当初、
新開業施設の開業は2016年12月と予定されてい
た。 しかし、同機榊と当事者との協議によって
貸与期間が約3ヶ月延期された。
なお、 「まちづくり会社」の資本金額は、現在
'4ツ
｢政策科学』 19-3,因の居住意向への影響一｣、
pp403.424,Mar.2012.
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